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直前３事業年度の財産及び損益の状況、主要な事業内容、主要な営業所

区 分 第 ４ 期
(2020年12月期)

第 ５ 期
(2021年12月期)

第 ６ 期
(2022年12月期)

第 7 期
(当連結会計年度)
(2023年12月期)

売 上 高(千円) 1,686,361 2,260,042 2,667,797 4,343,141
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ）(千円) 36,435 △25,627 △127,314 11,603

親 会 社 株 主 に 帰 属
する当期純利益又は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(千円) 107,382 △101,657 △285,792 △21,696

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期 純 損 失 （ △ ）

(円) 13.84 △6.41 △17.23 △1.29

総 資 産(千円) 3,388,956 4,357,357 5,236,512 4,369,488

純 資 産(千円) 2,854,801 3,348,332 3,280,758 3,190,523

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 185.05 200.58 190.55 186.86

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注１）当連結会計年度において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、前連結会
計年度に係る各数値については、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。な
お、前連結会計年度の連結損益計算書に与える影響はありません。

（注２）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を前連結会計
年度の期首から適用しており、前連結会計年度以降に係る各数値については、当該会計基準
等を適用した後の数値となっております。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、主要な事業内容、主要な営業所

事 業 区 分 事 業 内 容

グ ロ ー ス セ グ メ ン ト
グロースセグメントは、クライアントのWebサイトのUX（注１）を改善
することで、CVR（注２）を向上させるUXソリューションをはじめとし
て、Webサイト制作やCRM改善、動画制作を提供しております。

トランスフォーメーション
セ グ メ ン ト

トランスフォーメーションセグメントは、企業のDX（注３）をトータルサ
ポートするコンサルティングをはじめとして、DXに関するワークショップ
やSES（システムエンジニアリングサービス）を提供しております。

⑸　主要な事業内容（2023年12月31日現在）

（注１）User Experience（顧客体験）の略称であり、ユーザーがサービスを利用して得られる体験の総称。
（注２）Conversion Rateの略称であり、Webサイトの訪問者に対する、そのサイトで商品を購入したり会員

登録を行ったりした人の割合。
（注３）Digital Transformationの略称であり、企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル

技術を活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。

本 社 東京都港区

Kaizen Platform USA, Inc. 本社（アメリカ合衆国）

株 式 会 社 デ ィ ー ゼ ロ 本社（福岡県福岡市）

株 式 会 社 ハ イ ウ ェ ル 本社（東京都港区）

⑹　主要な営業所（2023年12月31日現在）
①　当社

②　子会社
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

グ ロ ー ス セ グ メ ン ト
110名 6名増

トランスフォーメーションセグメント

そ の 他 22名 －

合 計 132名 6名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

47名 7名減 38.7歳 3.8年

⑺　使用人の状況（2023年12月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注１）上記には、臨時従業員（派遣社員、パートタイマー及びアルバイトなど）は含んでおりません。
（注２）グロースセグメント及びトランスフォーメーションセグメントにおいては、セグメントごとの経営組織

体系を有していないため、同一の従業員が各々の事業に従事しています。
（注３）当連結会計年度より報告セグメントを変更したため、前連結会計年度比増減について前連結会計年度の

数値を変更後のセグメントに組み替えて比較しております。

②　当社の使用人の状況

（注）上記には、臨時従業員（派遣社員、パートタイマー及びアルバイトなど）は含んでおりません。

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 269,752千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200,000千円

⑻　主要な借入先の状況（2023年12月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 55,000,000株
②　発行済株式の総数 16,865,731株
③　株主数 8,081名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

須 藤  憲 司 3,013,300   株 17.87％

株 式 会 社 エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ア ド 1,011,686 6.00

株 式 会 社 ハ ッ ク 思 考 900,000 5.34

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 769,000 4.56

楽 天 証 券 株 式 会 社 687,200 4.07

石 橋  利 真 668,700 3.96

大 日 本 印 刷 株 式 会 社 400,000 2.37
Ｓ Ｔ Ａ Ｔ Ｅ  Ｓ Ｔ Ｒ Ｅ Ｅ Ｔ  Ｂ Ａ Ｎ Ｋ
Ａ Ｎ Ｄ  Ｔ Ｒ Ｕ Ｓ Ｔ  Ｃ Ｏ Ｍ Ｐ Ａ Ｎ Ｙ
５ ０ ５ ３ ０ ３

270,900 1.61

Ｙ Ｊ ２ 号 投 資 事 業 組 合
業務執行組合員 Ｚ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ｃａｐｉ
ｔ ａ ｌ 株 式 会 社

264,708 1.57

榮 井  徹 197,000 1.17

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2023年12月31日現在）

④　大株主

（注） 持株比率は自己株式（110株）を控除して計算しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役 （ 社 外 取 締 役 を 除 く ） 14,000   株 2名

社 外 取 締 役 3,000 3

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対して交付した株式の状況

（注） 当社の株式報酬の内容につきましては、招集ご通知 事業報告25貢「２．（3）④取締役及び監査役の報
酬等」に記載しております。

第 1 0 回 新 株 予 約 権 第 1 5 回 新 株 予 約 権 第 1 7 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年８月30日 2020年３月27日 2020年８月31日

区 分 及 び 保 有 者 数 当社取締役　１名
（社外取締役を除く）

当社取締役　２名
（社外取締役を除く）

当社取締役　３名
（うち社外取締役 １名）

新 株 予 約 権 の 数 50,000個 １00,000個 45,000個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数 普通株式　50,000株 普通株式　１00,000株 普通株式　45,000株

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 無償 無償 無償

新 株 予 約 権 の 行 使 価 格 80円 89円 1,150円

権 利 行 使 期 間 2021年９月１日から
2029年８月30日まで

2022年３月28日から
2030年３月27日まで

2022年９月１日から
2030年８月31日まで

主 な 行 使 の 条 件 （注） （注） （注）

⑵　新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況

（注）本新株予約権者は、本新株予約権の行使時において、当社、当社の子会社の従業員、役員、または顧問
のいずれの地位を喪失した場合、本新株予約権を行使することはできないものとする。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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責任限定契約の内容の概要

⑶　会社役員の状況
②　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、職務執行を行うにあたり善意でかつ重大な過失
がないときは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負う
ものとし、その損害賠償責任額を超える部分については、免責するものとしております。

⑤　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役杉山 全功氏は、地盤ネットホールディングス(株)の取締役及び(株)ACSLの取締役でありま
す。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役杉田 浩章氏は、ユニ・チャーム(株)の取締役であります。ユニ・チャーム(株)と当社との間
にはグロースセグメントにおける取引関係があります。

・取締役杉之原 明子氏は、アディッシュ(株)の取締役及びスローガン(株)の取締役であります。当社
と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・常勤監査役小田 香織氏は、(株)グッドコムアセットの取締役及び(株)ラバブルマーケティンググル
ープの監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役五宝 滋夫氏は、シライ電子工業(株)及び(株)一家ホールディングスの取締役監査等委員であ
ります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。なお、2023年６月をもってシライ電
子工業(株)の取締役監査等委員を退任しております。

・監査役林 依利子氏は、依利法律事務所の所長、(株)チェンジホールティングス、ロート製薬(株)の
取締役及びERIO(同)の代表社員であります。ロート製薬(株)と当社との間にはグロースセグメント
における取引関係があります。なお、2023年６月をもって(株)チェンジホールティングスの取締役
を退任しております。
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責任限定契約の内容の概要

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役 杉 山  全 功

当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席いたしました。これま
での豊富な事業経験から、取締役会において、事業推進に関する議論に参画し、
経営全般にわたる意思決定の妥当性及び適正性確保のための発言を行っておりま
す。

取締役 杉 田  浩 章
当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席いたしました。取締役
会において、事業推進に関する議論に参画し、経営全般にわたる意思決定の妥当
性及び適正性確保のための発言を行っております。

取締役 杉之原 明子
当事業年度に開催された取締役会18回のうち18回に出席いたしました。取締役
会において、事業推進に関する議論に参画し、経営全般にわたる意思決定の妥当
性及び適正性確保のための発言を行っております。

監査役 小 田  香 織

当事業年度に開催された取締役会には18回中17回、監査役会には13回中13回
出席いたしました。これまでの豊富な監査役経験から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための意見やアドバイスを述べてお
ります。監査役として、適宜、会社に対して課題の提議を行っております。

監査役 五 宝  滋 夫

当事業年度に開催された取締役会には18回中17回、監査役会には13回中13回
出席いたしました。これまでの豊富な監査役経験から、取締役会において、取締
役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための意見やアドバイスを述べてお
ります。監査役として、適宜、会社に対して課題の提議を行っております。

監査役 林  依 利 子

当事業年度に開催された取締役会には18回中17回、監査役会には13回中13回
出席いたしました。これまでの弁護士としての専門的見地から、取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための意見やアドバイスを
述べております。監査役として、適宜、会社に対して課題の提議を行っておりま
す。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 43,035千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43,035

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　EY新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社は、EY新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外を委
託しておりません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会
が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

－ 8 －
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

３．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. コンプライアンスガイドラインを定め、当社の取締役及び使用人が法令・定款及び社会規
範を遵守した行動をとるための行動規範とします。

ロ. 内部監査責任者はコンプライアンスの状況を定期的に監査するものとし、その監査結果に
ついては、代表取締役に報告を行います。

ハ. 当社のモニタリング機能の一環として、社外窓口（顧問弁護士事務所内）を含む、コンプ
ライアンス・ホットライン（内部通報制度）を設置し、コンプライアンス上、疑義のある
行為の把握を行う体制を構築します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 取締役の職務の執行に係る情報は、文書保管管理規程の定めの他、法令に従い適切に保
存・管理を行う体制を構築しています。

ロ. 取締役及び監査役から要請があった場合は、適時閲覧可能な状態を維持しています。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 社内諸規程に基づき業務運営を行う体制を整備し、取締役及び使用人が自己の業務分掌及
び職務権限に応じた業務運営を行うことによりリスク管理を行う体制を構築しています。

ロ. リスク管理を円滑にするために、リスク管理規程を整備しております。リスク管理規程に
基づき、代表取締役はリスクの発生に備え、発生時に即時に対応できる体制を策定し、当
社全体に周知しています。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 原則毎月１回取締役会を開催し、関係法令、経営判断の原則及び善良なる管理者の注意義

務等に基づき、経営に関する重要事項についての決定を迅速に行うとともに、取締役は、
職務の執行状況について適宜報告しています。

ロ. 取締役の職務執行の適正性及び効率性を高めるための牽制機能を期待し、取締役会には当
社と利害関係を有しない社外取締役が在籍しています。

ハ. 執行役員制度を設け、職務執行の効率性を確保しています。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　親会社及びその子会社等との取引については法令に従い適切に行うとともに、親会社が策定
する関係会社管理規程に基づき、親会社に適宜・適時な報告を行う体制を整備し、親会社との
連携を図っています。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項
イ. 監査役の職務の補助については、必要に応じて内部監査責任者、法務担当者が適宜対応し
ています。

ロ. 監査役より補助使用人配置の求めがあるときは監査役と協議の上、適切に対応します。
ハ. この補助使用人の異動には監査役の同意を得ます。またその人事評価は監査役が行いま

す。
ニ. 監査役より監査業務に必要な命令を受けた補助使用人は、その命令に関して取締役等の指
揮命令を受けないものとします。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
イ. 当社及び子会社の取締役又は使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与える
おそれのある事実を発見したときは、発見次第速やかに監査役に対して報告を行います。

ロ. 監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利な取扱を受けないこと
を保障します。

ハ. 内部監査実施状況、コンプライアンス違反に関する通報状況及びその内容を速やかに監査
役に報告する体制を整備します。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査の実施にあたり監査役が必要と認める場合、弁護士、公認会計士等の外部専門家と連
携し、監査業務に関する助言を受ける機会を保障します。

ロ. 取締役及び内部監査責任者は、監査役の職務遂行に必要な情報を適宜に提供するととも
に、意見交換等により連携を図っています。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑨　監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は償還の処理については、監査役の請求等に従い円滑に行える体制としま
す。

⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制
　適正な会計処理を確保し、財務報告の信頼性を維持するため、経理業務に関する諸規程を定
め、継続的に必要な是正を行っています。

⑪　反社会的勢力に向けた基本的な考え方とその整備状況
イ. 「反社会的勢力対応規程」を制定し、反社会的勢力とは、業務上の取引関係を含めて、一
切の関係を持つことのないよう努めます。また、反社会的勢力等からの不当要求等は拒絶
します。

ロ. 反社会的勢力からの不当要求等に対しては、担当者や担当部署だけに任せず、会社組織全
体として対応します。また、反社会的勢力からの不当要求等に対応する役職員の安全を確
保します。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。
①　コンプライアンス
　法令遵守体制の点検・強化を推進するため、コンプライアンスガイドラインに基づきコンプ
ライアンス委員会を設置しております。原則として半年に１回開催し、当事業年度は２回開催
いたしました。コンプライアンス違反行為の発生を防止するとともに、違反事項の調査等を行
っております。また、社外窓口（顧問弁護士事務所内）を含むコンプライアンスホットライン
（内部通報制度）を設置し疑義のある行為の把握を行う体制を整えております。

②　リスク管理
　リスク管理規程に基づき、代表取締役が指揮し取締役会と連帯しリスクの発生に備え発生時
に即時に対応できる体制を策定し、当社全体に周知しております。

－ 11 －



2024/02/29 11:14:06 / 23062203_株式会社Ｋａｉｚｅｎ　Ｐｌａｔｆｏｒｍ_招集通知

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針

③　子会社経営管理
　子会社の経営管理につきましては、関係会社管理規程に基づき、所管部署において経営管理
体制の整備・統括を実施し、当社への事前承認を要する事項や報告を要する事項の把握も行っ
ております。また、各子会社には原則として取締役及び監査役を派遣して業務の適正性を確保
しております。子会社から財務状況及びその他事項の状況につきましては、月次の定例会で把
握を行い、必要に応じて代表取締役へ報告しております。

④　取締役の職務執行
　取締役会規程に基づき、定時取締役会を月１回開催し、法令又は定款に定められた事項及び
経営上の重要な事項の決議を行うとともに、社外取締役から積極的な発言が行われる機会を設
けることで、監督機能を強化しております。社内規程で定められた決裁権限に従い、慎重かつ
機動的な意思決定を行いました。なお、当事業年度におきましては、取締役会を18回開催し
ております。

⑤　監査役の職務執行
　監査役会規則に基づき、定時監査役会を月１回開催したほか、常勤監査役が取締役会をはじ
め、執行役員会等重要な会議へ出席し、代表取締役、取締役、執行役員、内部監査担当者、法
務担当者、役職員等との間で意見及び情報交換を行うことで、監査体制の強化を図りました。
なお、当事業年度におきましては、監査役会を13回開催しております。

４．会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、基本方針及び買収防衛策につきましては、特に定めておりません。
　一方で、大量株式取得行為のうち、当社グループの企業価値及び株主共同の利益に資さないもの
については適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今
後も慎重に検討を行ってまいります。

５．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は株主還元を適切に行っていくことが重要であると認識しており、剰余金の配当等について
は、内部留保とのバランスを考慮して適切な配当の実施をしていくことを基本方針としておりま
す。しかしながら、事業も成長段階にあることから内部留保が重要であると考え、配当を行ってお
らず、今後の配当実施可能性及び実施時期については未定であります。
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
仕 掛 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
そ の 他

　

3,358,833
2,544,457
680,553
15,379
56,790
63,070
△1,418

1,010,654
21,105
8,254
3,951
7,823
1,076

832,138
212,389
14,132
603,015
2,600

157,410
51,506
55,110
37,128
13,665

　

（負　  債　  の　  部）
流 動 負 債 861,412
買 掛 金 347,731
短 期 借 入 金 826
１年内返済予定の長期借入金 280,408
未 払 金 27,023
未 払 費 用 60,049
未 払 法 人 税 等 39,289
未 払 消 費 税 等 26,537
前 受 金 65,152
預 り 金 14,112
そ の 他 281

固 定 負 債 317,552
長 期 借 入 金 317,552

負 債 合 計 1,178,964
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 2,917,048
資 本 金 1,766,983
資 本 剰 余 金 3,682,893
利 益 剰 余 金 △2,532,779
自 己 株 式 △48

その他の包括利益累計額 234,520
為 替 換 算 調 整 勘 定 234,520

非 支 配 株 主 持 分 38,954
純 資 産 合 計 3,190,523

資 産 合 計 4,369,488 負 債 純 資 産 合 計 4,369,488

連 結 貸 借 対 照 表
（2023年12月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

( 2023年１月１日から2023年12月31日まで )
科 目 金 額

売 上 高 4,343,141
売 上 原 価 3,008,532
売 上 総 利 益 1,334,608
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,360,270
営 業 損 失 25,661
営 業 外 収 益
受 取 利 息 30,488
為 替 差 益 1,466
保 険 料 解 約 返 戻 金 27,493
助 成 金 収 入 50
そ の 他 10,008 69,506

営 業 外 費 用
支 払 利 息 13,237
投 資 事 業 組 合 運 用 損 8,802
支 払 手 数 料 7,754
そ の 他 2,446 32,241

経 常 利 益 11,603
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 185
新 株 予 約 権 戻 入 益 390 576

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,179
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 31,509
法 人 税 等 調 整 額 △14,080 17,428
当 期 純 損 失 5,249
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 16,447
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 21,696

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2023年１月１日から2023年12月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,755,623 3,774,733 △2,511,082 △25 3,019,248

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 6,737 6,737 13,475

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 4,622 4,622 9,244

自 己 株 式 の 取 得 △23 △23
非支配株主との取引に
係 る 親 会
社 の 持 分 変 動

△103,200 △103,200

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △21,696 △21,696

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 11,359 △91,840 △21,696 △23 △102,200

当連結会計年度末残高 1,766,983 3,682,893 △2,532,779 △48 2,917,048

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 162,962 162,962 390 98,156 3,280,758

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 13,475

新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 9,244

自 己 株 式 の 取 得 △23
非支配株主との取引に
係 る 親 会
社 の 持 分 変 動

△103,200

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △21,696

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 71,558 71,558 △390 △59,202 11,965

当連結会計年度変動額合計 71,558 71,558 △390 △59,202 △90,234

当連結会計年度末残高 234,520 234,520 － 38,954 3,190,523

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社
・主要な連結子会社の名称 Kaizen Platform USA, Inc.

株式会社ディーゼロ
株式会社ハイウェル

②　非連結子会社の名称等
　 該当事項はありません。

⑵ 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。
　なお、当連結会計年度において、持分法を適用した非連結子会社であった株式会社DX Catalystは、株
式の全部を譲渡したことにより、持分法適用の範囲から除外しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
　該当事項はありません。

⑶ 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　連結の範囲の変更

　当社の連結子会社であった株式会社来人コンサルティングは、同じく当社の連結子会社である株式会社
ハイウェルを吸収合併存続会社とする吸収合併により消滅した為、連結の範囲から除外しております。

⑷ 連結子会社の事業年度等に関する事項
　以下の連結子会社の決算日は７月末日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えることから、10月31
日現在で実施した仮決算に基づき、連結しております。
　　　株式会社ディーゼロ
　以下の連結子会社の決算日は３月末日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えることから、10月31
日現在で実施した仮決算に基づき、連結しております。
　　　株式会社ハイウェル
　以下の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
　　　Kaizen Platform USA, Inc.
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⑸ 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法
・関係会社株式 移動平均法による原価法
・その他有価証券 市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組合に対す
る出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分を純額で取り
込む方法によっております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法
・仕掛品 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によってお

ります。
ただし、建物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　 ２年～15年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２年～15年

ロ．無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。
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④　収益及び費用の計上基準
　当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要なセグメントにおける主な履行業務の内容及
び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．グロースセグメント
　グロースセグメントとしてクライアントのWebサイトのUXを改善することで、CVRを向上させるUX
ソリューションをはじめとして、Webサイト制作やCRM改善、動画制作を提供しております。
　当社グループの提供サービスは主として施策実行体制や制作体制を準委任契約で役務提供するものとな
ります。準委任契約による取引については、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経
過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しておりま
す。
　一部のWebサイト制作や動画制作は請負契約での役務提供となっております。請負契約による取引に
ついては、制作物を顧客へ引き渡すことが履行義務であり、制作物の納品時点で収益を認識しておりま
す。なお、動画制作やWebサイト制作においては、一定の期間にわたり履行義務が充足されるものと判
断しておりますが、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間
がごく短いことから、代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を
充足した時点で収益を認識しております。

ロ．トランスフォーメーションセグメント
　トランスフォーメーションセグメントとして、企業のDXをトータルサポートするコンサルティングを
はじめとして、DXに関するワークショップやSES（システムエンジニアリングサービス）を提供してお
ります。
　コンサルティングやSESは主に準委任契約での役務提供となっております。準委任契約による取引につ
いては、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過に応じて履行義務が充足されると
判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。
　ワークショップは主に請負契約となっております。請負契約による取引については、ワークショップの
開催が履行義務であり、ワークショップ開催日時点で収益を認識しております。
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のれん 603,015千円

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算
　外貨建て金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場より円貨に換算し、収
益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に計上
しております。

ロ．のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、10年間の定額法により償却を行っております。

２．表示方法の変更に関する注記
・連結損益計算書

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、連結損益計算書
の明瞭性を高める観点から、当連結会計年度より、区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度の「為替差益」は521千円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
・のれんの償却期間に係る見積り

⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　事業計画から算出した将来キャッシュ・フローの累積額と投資額を比較し、概ね10年で投資の回収が
なされることから、のれんの償却期間を10年と見積っております。

②　主要な仮定
　将来キャッシュ・フローは、将来の事業計画を基礎としており、UX/DX市場の成長及び新規受注金額
の見込みを考慮した売上高成長率を主要な仮定としております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である事業計画における売上高の増加について、予測不能な前提条件の変化により当初の見
積りを下回る場合には、将来キャッシュ・フローの見直しを通じて、のれんに係る減損損失が計上される
可能性があります。
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繰延税金資産（㈱Kaizen Platformに係るもの） 45,586千円

有形固定資産 21,105千円
無形固定資産（のれんを除く） 229,122千円
減損損失 －千円

・繰延税金資産の回収可能性
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　繰延税金資産は、将来減算一時差異の解消スケジュール、収益力に基づく将来の課税所得の十分性及び
タックス・プランニング等に基づいて、税務上の繰越欠損金の課税所得との相殺により回収可能性を判断
し、将来の税金負担額を軽減することが認められる範囲内で計上しております。

②　主要な仮定
　課税所得の見積りは、将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画に含まれる将来の売上高の予測
や費用の見込みにあたっては、UX/DX市場の成長及び新規受注金額の見込みを考慮した売上高成長率を
主要な仮定としております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である事業計画における売上高の増加について、予測不能な前提条件の変化により当初の見
積りを下回る場合には、将来の課税所得の見直しを通じて、繰延税金資産が減額され税金費用が計上され
る可能性があります。

・固定資産の減損
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
①　算出方法

　当社グループの当連結会計年度の連結貸借対照表に計上されている固定資産は、主に自社利用のソフト
ウエアに係る開発費を資産計上したものであります。資産のグルーピングは、概ね独立したキャッシュ・
イン・フローを生み出す最小の資金生成単位で行っており、集客、サイトCRM及びトランスフォーメー
ションを資金生成単位としております。
　減損の兆候を識別した場合には、取締役会で承認された事業計画を基礎に算定された割引前将来キャッ
シュ・フローと帳簿価額を比較して減損損失の認識の要否を判定し、減損損失を認識すべきであると判定
されたものについては、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として認識しております。な
お、回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値は、将来キャッシュ・フローの割引現在価値
として算定しております。
　当連結会計年度においては、サイトCRMの資産グループに減損の兆候があるものと判断し、それに関
連して減損損失の計上の要否について検討を行いました。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総
額が固定資産の帳簿価額を上回った事から、減損損失の認識は不要と判断しております。

②　主要な仮定
　固定資産の減損損失の認識の判定にあたり、資産グループの継続的使用によって生じる将来キャッシ
ュ・フローの見積りは、将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画に含まれる将来の売上高の予測
や費用の見込みにあたっては、UX/DX市場の成長及び新規受注金額の見込みを考慮した売上高成長率を
主要な仮定としております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である事業計画における売上高の増加について、予測不能な前提条件の変化により当初の見
積りを下回る場合には、将来キャッシュ・フローの見直しを通じて、固定資産に係る減損損失が計上され
る可能性があります。
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⑴有形固定資産の減価償却累計額 38,093千円

普通株式 16,865,731株

普通株式 812,455株

４．連結貸借対照表に関する注記

⑵　財務制限条項

　当社の長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）のうち200,000千円及びコミットメントライン契約
の500,000千円について以下の財務制限条項が付されております。
①各四半期末日時点における連結の貸借対照上の純資産の部の金額を直近の期末決算数値比75％以上に維持

すること。
②初回決算以降各年度の末日における連結の損益計算書上の営業利益が２期連続して損失とならないようにす

ること。
　なお、当連結会計年度末において財務制限条項の一部に抵触しておりますが、期限の利益喪失に係る権利を
行使しないことについて取扱金融機関の合意を得ております。

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴
長 期 借 入 金
（１年以内返済予定の長期借
入金を含む）

597,960千円 588,933千円 △9,026千円

負　債　計 597,960千円 588,933千円 △9,026千円

連結貸借対照表計上額
投 資 事 業 組 合 出 資 金
（ 投 資 有 価 証 券 ） 51,506千円

６．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金計画に基づき、必要な資金を銀行借入や第三者割当増資等により調達しておりま
す。資金運用については手許資金及び定期預金により行っております。デリバティブ取引については行っ
ておりません。

　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産に係る顧客の信用リスクは、新規取引時の与信検討及び
その後のモニタリングによりリスク低減を図っています。また、外貨建て営業債権は、為替の変動リスク
に晒されております。
　投資有価証券は投資事業組合への出資金であり、組合の投資先企業の事業リスクや財務リスク等の内的
なリスクと株式市場の市況や規制等の状況変化等の外的なリスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。
　在外取引先に対する外貨建ての未払金は、為替の変動リスクに晒されております。

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、未払金並びに
短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）１．金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２．市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以
下のとおりであります。
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１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
現金及び預金 2,544,457千円 － － －
受取手形、売掛金及び
契約資産 680,553千円 － － －

合計 3,225,010千円 － － －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 826 － － － － －
長期借入金
（１年以内返済
予定の長期借入
金を含む）

280,408 76,248 74,462 76,248 61,794 28,800

合計 281,234 76,248 74,462 76,248 61,794 28,800

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

４．短期借入金及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年以内返済予定の長期借入金を
含む）

－ 588,933 － 588,933

事業区分 連結計算書類
計上額グロース トランスフォ

ーメーション
売上高

一時点で移転される財 681,463 33,681 715,144
一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
ス

1,701,057 1,926,938 3,627,996

顧客との契約から生じ
る収益 2,382,521 1,960,620 4,343,141

その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 2,382,521 1,960,620 4,343,141

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。
②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す
る方法によっております。

７．収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの売上高は顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの事業区分別に分解した内訳
は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
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連結注記表

当連結会計年度

契 約 資 産 （ 期 首 残 高 ） -

契 約 資 産 （ 期 末 残 高 ） 97,787

契 約 負 債 （ 期 首 残 高 ） 55,801

契 約 負 債 （ 期 末 残 高 ） 65,152

⑴ １株当たりの純資産額 186円86銭
⑵ １株当たりの当期純損失 1円29銭

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「⑸会計方針に関する事項④収
益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（注）１．契約資産は、主に施策実行体制や制作体制を準委任契約で役務提供するサービスの販売に係る収益に
関するものであります。当該収益の対価の受領は顧客が検収した時点であるため、進捗度に応じて収
益を認識した場合における未請求売掛金を契約資産として認識しております。

２．契約負債である前受金は、顧客から契約期間分の料金を一括で受領すること等による前受金で、サー
ビス提供期間にわたり売上高への振替がなされます。

３．なお、当社グループでは、主に当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行
義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

②残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいて、個別の契約が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残存
履行義務に関する情報の記載を省略しております。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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連結注記表

10．その他の注記
（企業結合等関係）

（子会社株式の追加取得）
１　企業結合の概要
(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

企業の名称　　　株式会社ディーゼロ
事業の内容　　　ウェブサイト企画・制作

(2) 企業結合日
2023年６月30日

(3) 企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称
変更ありません。

(5) その他取引の概要に関する事項
　非支配株主が保有する株式を全て取得いたしました。この株式の追加取得により、同社は当社の完全
子会社となりました。

２　実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年１月16日）
に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３　子会社株式の追加取得に関する事項
取得の対価　　　　現金及び預金
取得原価　　　　　178,850千円

４　非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得

(2) 非支配株主との取引によって減少した資本剰余金の金額
103,200千円
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株主資本等変動計算書

( 2023年１月１日から
2023年12月31日まで )

株 主 資 本

新株予
約権 純資産合計

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,755,623 1,755,623 1,755,623 △ 1,301,838 △ 1,301,838 △ 25 2,209,383 390 2,209,774

当 期 変 動 額

新株の発行 6,737 6,737 6,737 13,475 13,475
新株の発行
（新株予約
権の行使）

4,622 4,622 4,622 9,244 9,244

自己株式の
取 得 △23 △23 △23

当期純損失 △ 25,808 △ 25,808 △ 25,808 △ 25,808
株主資本以
外の項目の
当期変動額
( 純 額 )

△390 △390

当期変動額合
計 11,359 11,359 11,359 △ 25,808 △25,808 △23 △ 3,112 △ 390 △ 3,503

当 期 末 残 高 1,766,983 1,766,983 1,766,983 △ 1,327,646 △ 1,327,646 △ 48 2,206,271 － 2,206,271

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券 　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。なお、投資事業組合に対す
る出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、持分を純額で取り
込む方法によっております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定率法によっております。

ただし、建物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
工具、器具及び備品 ２年～５年

②無形固定資産
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法によっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
　連結注記表１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等と同一であるた
め、当該項目をご参照願います。

⑷　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要なセグメントにおける主な履行業務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．グロースセグメント
　グロースセグメントとしてクライアントのWebサイトのUXを改善することで、CVRを向上させるUX
ソリューションをはじめとして、CRM改善や動画制作を提供しております。
　当社の提供サービスは主として施策実行体制や制作体制を準委任契約で役務提供するものとなりま
す。準委任契約による取引については、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過
に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しておりま
す。
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個別注記表

繰延税金資産 45,586千円

　一部の動画制作は請負契約での役務提供となっております。請負契約による取引については、制作物
を顧客へ引き渡すことが履行義務であり、制作物の納品時点で収益を認識しております。なお、動画制
作においては、一定の期間にわたり履行義務が充足されるものと判断しておりますが、契約における取
引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いことから、代替的な取
扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識して
おります。
ロ．トランスフォーメーションセグメント
　トランスフォーメーションセグメントとして、企業のDXをトータルサポートするコンサルティングを
はじめとして、DXに関するワークショップを提供しております。
　コンサルティングは主に準委任契約での役務提供となっております。準委任契約による取引について
は、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過に応じて履行義務が充足されると判
断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。
　ワークショップは主に請負契約となっております。請負契約による取引については、ワークショップ
の開催が履行義務であり、ワークショップ開催日時点で収益を認識しております。

⑸　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

２．表示方法の変更に関する注記
・損益計算書

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「為替差益」は、損益計算書の明瞭性
を高める観点から、当事業年度より、区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「為替差益」は2,476千円であります。

３．会計上の見積りに関する注記
・繰延税金資産の回収可能性

⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表３．会計上の見積りに関する注記と同一であるため、当該項目をご参照願います。
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個別注記表

有形固定資産 4,379千円
無形固定資産 226,632千円
減損損失 －千円

関係会社株式 1,141,261千円

　短期金銭債権 75,182千円
　短期金銭債務 21,445千円

・固定資産の減損
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結注記表3．会計上の見積りに関する注記と同一であるため、当該項目をご参照願います。
　当事業年度においては、サイトCRMの資産グループに減損の兆候があるものと判断し、それに関連して減
損損失の計上の要否について検討を行いました。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が固定資産
の帳簿価額を上回った事から、減損損失の認識は不要と判断しております。

・関係会社株式の評価
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

⑵ 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　関係会社株式については、取得原価をもって貸借対照表価額としています。関係会社株式の評価は、超過収
益力を反映した実質価額を帳簿価額と比較し、実質価額の著しい低下の有無を判定しております。実質価額が
著しく低下した場合には相当の減損処理を行っておりますが、回復する見込みがあると認められる場合には減
損処理を行わないことがあります。
　当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の関係会社の
業績が見積りと異なる場合、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を与える可能性があります。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 25,188千円

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務（区分掲記されたものを除く）は次のとおりであります。

⑶　財務制限条項
連結注記表４．連結貸借対照表に関する注記と同一であるため、当該項目をご参照願います。
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個別注記表

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高
売上原価
販売費及び一般管理費

20,928千円
190,660千円

1,200千円
営業取引以外の取引高 33,691千円

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　普通株式 110株

繰延税金資産
未払事業税 3,446千円
未払賞与 6,294千円
敷金及び保証金 3,778千円
減価償却超過額 55,544千円
減損損失 22,839千円
繰越欠損金 278,146千円
その他 21,575千円
繰延税金資産小計 391,625千円

評価性引当額 346,039千円
繰延税金資産合計 45,586千円

５．損益計算書に関する注記

６．株主資本等変動計算書に関する注記

７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

－ 33 －
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容

取 引 金 額
（千円）

(注6)
科 目 期 末 残 高

（千円）

子会社
Kaizen 
Platform USA, 
Inc.

直接100.0%
役員の兼任
資金の借入

業務受託料の受取

資金の借入
(注1) － 関係会社長

期 借 入 金 1,049,542

利息の支払 20,990 関係会社未
払 金 26,281

業務受託料
(注2) 10,357 その他流動

資 産 12,529

経費立替・
債権回収
(注3）

－ その他流動
資 産 42,050

経費立替・
回収債権の
精算(注3）

－

経費立替・
債権回収
(注4）

－ 関係会社未
払 金 57,445

経費立替・
回収債権の
精算(注4）

－

子会社 ㈱ハイウェル 直接70.0% 役員の兼任 債務被保証
(注5） 200,000 － －

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１. 資金の借入については、期中の借入総額を記載しております。借入金利は市場金利を勘案して決定し

ております。
２. 業務受託料については、業務の内容を勘案し、両社が協議して決定した契約に基づいて金額を決定し

ております。
３. ㈱Kaizen PlatformによるKaizen Platform USA, Inc.の経費立替及びKaizen Platform USA, Inc.に

よる㈱Kaizen Platformの債権回収が実行されたことにより発生しております。経費立替・債権回収
は、Kaizen Platform USA, Inc.との直接的な取引ではないため、取引金額の記載を省略しておりま
す。精算額はKaizen Platform USA, Inc.から㈱Kaizen Platformに対するものとなります。

４. Kaizen Platform USA, Inc.による㈱Kaizen Platformの経費立替及び㈱Kaizen Platformによる
Kaizen Platform USA, Inc.の債権回収が実行されたことにより発生しております。経費立替・債権
回収は、Kaizen Platform USA, Inc.との直接的な取引ではないため、取引金額の記載を省略してお
ります。精算額は㈱Kaizen PlatformからKaizen Platform USA, Inc.に対するものとなります。

5. 債務被保証については、㈱Kaizen Platformの銀行借入金に対して㈱ハイウェルから債務保証を受け
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個別注記表

⑴　１株当たりの純資産額 130円81銭
⑵　１株当たりの当期純損失 １円53銭

ております。なお、保証料の支払いは行っておりません。
6. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

⑵　役員及び個人主要株主等
　該当事項はありません。

９．収益認識に関する注記
　連結注記表７．収益認識に関する注記と同一であるため、当該項目をご参照願います。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

12．その他の注記
（企業結合等関係）
　連結注記表10．その他の注記と同一であるため、当該項目をご参照願います。
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連結会計監査報告

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 原 山 精 一
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 池 田 洋 平

独立監査人の監査報告書
2024年２月27日

株式会社Kaizen Platform
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社Kaizen Platformの２０２３年１月１
日から２０２３年１２月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社Kaizen Platform及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し

た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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